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２．本ガイドラインは、災害対策本部の役割・体制を中心に、非常時における自主防災隊の活動について、緊急に明確にすべき重要な大前提、基本方針を定めたものであり、非常時の防災活動の細部まで全てを網羅したマニュアルではない。

　　
従って、各分野における個別マニュアルは、本ガイドラインをベースとして、各支隊や各専門班会議で今後整備を進めることとなる。

また、大地震が発生した場合、自主防災隊の活動はかなり長期間に及ぶものと考えられるが、本ガイドラインでは、最も緊急で重要と思われる地震発生から２４時間程度の対応を中心に採り上げている。

従って、それ以後の長期にわたる一時避難場所運営にかかわるマニュアル等は別途作成する必要がある。
３．また、今後、町田市の方針、避難施設運営マニュアル完成等状況が変化すれば、これに合わせて修正、充実を図っていくこととする。
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１．整備すべき項目

（１）非常時災害対策本部の体制・組織・指揮系統の明確化（本部・支隊）
（２）非常時の活動における安全への配慮
（３）被害・安否確認等のための用紙準備
（４）アンケートによる家族構成及び要援護者の把握、リスト作成
　（５）非常時における支隊間応援の枠組策定
　 （６）避難施設の運営マニュアル策定
　 （７）消火・救護等に関する専門能力向上、本番に備えた実践的な訓練強化
　（８）一時避難場所としての受け入れ態勢整備

　（９）公園以外の避難者受け入れ先確保

（１０）必要な防災機材の整備、充実
（１１）自治会員の拡充
２．整備計画

　
   <第一編・非常時対応検討の大前提、確認事項＞
１．被害想定
（１）東京都が発表した町田市の被害想定を基に、小川地区及び各支隊管轄地域の被害想定を行った。

　　　被害想定は、震度６弱が予想される多摩直下地震と震度６強が予想される元禄型関東地震の２ケースについて行った。（試算の前提及び詳細は別添資料１～３を参照）
（２）小川地区全体の被害想定
Ａ．死傷者、建物の被害

	震度別

ケース
	総人口

（人）
	死者数

(人）
	負傷者数

　（人）
	重傷者数

　（人）
	全壊建物

　（棟）
	半壊建物

　（棟）
	焼失棟数
　（棟）

	震度６弱
	５，０５７
	４
	　５１
	　　４
	　４８
	　１５４
	　４２

	震度６強
	５，０５７
	７
	　８２
	　１２
	１０４
	１９０
	　９３


　

Ｂ．公園への最大避難者数、要援護者数推計(５つの公園の合計)
	総世帯数
	総人口
(人)
	休日・平日夜最大避難者数
	平日昼

最大避難者数
	要援護者
（人）
	援護希望者
（人）

	１，８０６
	５，０５７
	５，０５７
	２、６８０
	３１９
	２２８


Ｃ．避難施設である小川小学校、小川高校への最大避難者数推計

＊（全壊建物+焼失棟数）×平均家族数２．８人の算式により推計
	避難施設
	小川小学校への最大避難者数
	小川高校への最大避難者数

	時間帯
	休日・平日夜
	平日昼
	休日・平日夜
	平日昼

	震度６弱の場合
	２３２人
	１２３人
	２０人
	１１人

	震度６強の場合
	５１０人
	２７０人
	４２人
	２２人


（３）各支隊の被害想定
　　支隊別被害想定については、下記別添資料を参照。
　　・資料１　　「支隊別被害想定」

・資料２　　「支隊別避難者数・要援護者数推計」

　
２．町田市の方針・意向確認
（１）検討の前提として町田市の方針・意向を確認する必要が生じ、１２項目にわたり、町田市防災安全課に質問を行った。
（２）主な回答は次の通り。（回答全文は別添資料４「町田市からの回答メール」参照）

　　① 避難施設である学校への要員派遣

　　　・情報や避難者の取りまとめの観点から、「連絡員」という形で常駐した方が良い。
　　② 救援物資の配布場所

　　　・避難施設である学校が拠点となる。公園では配布しない。
　　　・要援護者については代表者が取りまとめて受け取ってほしい。

　    ③ 仮設トイレ

　　　・避難施設に設ける仮設トイレは、避難者以外の近隣住民も使用できる。

１

・併せて、家庭での簡易トイレの備えについても是非周知をお願いしたい。

　④ ペットの管理

　　・避難施設で預かるペットは避難者が飼っているペットのみ。

　　・ペット分の食料等の備蓄は無いので、飼い主の自己責任で用意してほしい。

　⑤ 停電時の市側との連絡

　　・避難施設及び市民センターには衛星携帯電話が配備されているのでこれを用いて連絡してほしい。

　⑥ 非常用品の備蓄期間

　　・町田市の防災対策は、多摩直下地震(震度６弱)を想定しているので、「３日以上の備蓄」としているが、説明する時は「最低３日以上、できれば１週間以上」としている。
　　・４日目以降確実に支援物資が届くとは限らないので、各家庭では十分な備蓄をするよう勧めてほしい。

　⑦ スタンドパイプの購入補助

　　・現在導入に向けて検討中。時期・金額等は未定。

３．基本方針としての確認事項
（１）災害対策本部を設置する「非常時」の定義、範囲
　　① 「非常時」の基準は、「震度５強以上」とする。

　　② 非常時には正確な震度の判断は困難なため、具体的には「東日本大震災の時（震度

５弱）より強い揺れを感じた時」と表現する。

　　③　”無事です”の旗も、震度５強以上の場合は掲示する。
　　　 なお、”無事です”の旗は、発災直後から２４時間は掲示することとする。

　　④ 非常時に一時避難場所である公園に避難するかどうかは自己判断とし、自主防災隊は指図しない。

　　　 但し、家族や家屋の無事が確認できた段階で、可能な人は自主防災隊員として所属支隊の公園に集まることとする。

（２）地震発生時の条件想定
　　① 非常時の対応は、地震発生時の季節・時間帯・天候等により大きく異なる。
様々なケースを全て想定することはできないので、最も条件として厳しいと思われる「真冬の深夜、雨か雪が降っているケース」を想定して対応を準備する。
　　② 一方、活動できる隊員の在宅という観点からみると、平日昼は若い男性は仕事で出かけており、在宅しているのは高齢者や女性が中心となる。
　　 　従って、支隊の非常時の組織を検討する場合は、平日昼にも在宅している活動隊員を把握した上で、これらを考慮して編成する必要がある。
（３）非自治会員に対する対応　
　　① 非常時には、延焼防止や人道的見地から差別を行うことは現実的に困難であり、非自治会員に対しても消火や避難援護等の支援を行わざるを得ない。

　　② 但し、非常時には非自治会員にもボランティアとして防災活動に参加を呼びかける。

　　③ 防災強化の為には自治会員を増やすことが必要であり、今後従来以上に自治会員の加入促進を進める。

２
（４）“近助“の単位
　　① 非常時の“近助”を効果的に行うには、支隊の管轄区域を更に細かく分けて活動を行うことが必要。
　　② “近助”は、本来顔見知りによる狭い近隣が望ましいが、活動隊員の人数・分布を考えると、ある程度の広さも必要。

　　③ 従って、自治会の班をベースに、班をいくつか組み合わせる形で「ブロック」を編成するのが現実的と考えられる。

　　④ ブロックをどのように編成するかは、各支隊に任せる。

（５）防災備蓄の必要期間、インフラ復旧の期間
　　① 食料品や飲料水の必要備蓄期間については、町田市の回答でも「救援物資がいつ届くか不明なので十分な用意を勧めてほしい」としていることから、国や都が推奨している「１週間以上」の備蓄を勧めることとする。

　　② インフラ復旧に要する期間は、町田市が発表している「インフラ回復達成目標日数」を目途とする。 但し、これはあくまで”目標”であるため、震度次第では更に長引くことも想定せざるを得ない。

　　　＜町田市インフラ回復達成目標日数＞

　　　　電力・・７日　　通信・・１４日　　上下水道・・３０日　　ガス・・６０日
（６）救援物資の配給及び炊出しの場所
　　① 町田市の方針として、救援物資の配給は避難施設である学校でのみ実施し、公園では実施しないとしているため、原則として、公園では救援物資の配給及び炊出しは行わない。
　　② 但し、要援護者等自分で避難施設へ受け取りに行けない人については、自主防災隊が代りに受取ることとする。

（７）ペットの取扱い
　① ペットの取扱いは、飼い主の自己責任による。
　② 非常時対応の基本は、町田市が定めた「災害時のペット対策」に従う。

　③ ペットの飼い主にこれらを理解してもらうよう、今後ＰＲを徹底する。
(８）呼称の統一
　① 非常時には、トランシーバーによる交信等の際、支隊、本部及び他自治会の災害対策本部が混同される恐れがあることから、災害対策本部の略称を次のように統一する。

　　・本部災害対策本部⇒「小川中央本部」
　　・支隊災害対策本部⇒「○○支隊本部」
　　・青パト機動隊　　⇒「小川青パト隊」
② 現在、避難場所についてマチマチの名称が使われているため、町田市の正式名称に合わせ次のように統一する。
　・一時避難場所である公園⇒「一時避難場所」（正式には”いっとき“避難場所）
・家屋が全壊したり火事で燃えた際に避難する学校⇒「避難施設」
３
（２）地震発生直後の行動

地震発生から３０分～１時間までの行動　
この間は、組織的な行動は無理で、個人及び隣同士の行動が中心となる。
　① グラッと来たら、まずは身の安全をはかる。

　② 次いで家族の安否を確認する。

　③ 揺れが収まったら、火事が出ないよう火・電気・ガスを消す。　
　④ 避難経路を確保する。
　⑤ 万が一火事が発生した時は、「火事だ！」と大声で叫び、消火器で初期消火をする。
　⑥ 家族・家屋の無事が確認でき避難をする場合は、配電盤のブレーカーを落とし、緊急持出品を持ち、”無事です“の旗を玄関の見える所へ掲げる。
　⑦ 万一自宅が倒壊したり、火事で燃えた場合は、避難施設である学校へ避難する。
　⑧ 自主防災隊の活動隊員及び可能な一般隊員は、家族及び自宅の無事が確認できたら所属支隊の公園に集合する。
　⑨ その際、近隣で火事が発生している場合は、まず隣近所に声を掛け合い、自宅や街頭の消火器を持ち寄り初期消火をする。
１１９番をすると共に、公園にも応援を求める。
　⑩ 同様に、近隣で倒壊家屋があったり、負傷者が出ている場合は、近隣で声を掛け合い救助に当たり、状況により公園に応援を求める。
３０分～１時間経過後２４時間迄の行動　⇒自主防災隊の組織的活動開始
    ＜支隊・災害対策本部＞
　「災害対策本部の立上げ」

　① 活動隊員を中心に一般隊員や非自治会員の助力も求めて、支隊災害対策本部を立ち上げる。
　② テントやブルーシートにより本部を設営、机・イス・筆記具・照明器具・救出救護器材・トランシーバー・スタンドパイプ他の非常用機材を準備する。
　③ 災害対策本部組織図・要援護者リスト・安否確認カード等の名簿・用紙を用意する。

　④ とりあえず集合した隊員を確認し、予め定めた支隊災害対策本部の組織図を基に、各班に配置する。人数次第で臨機応変に割り振りを行う。
  ⑤ 必要な機能は時系列で変化するので、最も必要な機能に合わせ弾力的に班を編成する。

　⑥ 人員配置としては巡回班を最優先し、人員が増えた段階で順次他の班に配置する。
　⑦ 支隊本部長及び副本部長は公園の支隊本部に詰め、全体を把握し、指揮する。
「巡回班の活動」
　① 巡回班はブロック別に組成し、担当のブロック内を巡回する。

　② 巡回班の役割は、まずは火事の初期消火、負傷者救出を最優先し、次いで、住民の安否確認、家屋倒壊・出火等の被害、電気ガス等のインフラ被害確認、要援護者の確認、搬送等を行なうことである。

　③ 巡回班は活動隊員を中心に組成するが、状況により近隣の一般隊員及び非自治会員に
も助力を求める。

　④ 安否確認は、まず”無事です”の旗掲出の有無を確認する。

　　　 旗が出ていない場合は、インターフォンやドアノックによる呼びかけや外部からの目視に

より安否を確認する。(建物内に入り込んでの確認はできない)

７

⑤ 火事が発生している場合は、近隣の家庭用消火器や街頭消火器で消火に当たる。

⑥ 負傷者や援護希望者がいる場合は、救出及び避難援護にあたる。

⑦ いずれの場合も、巡回班だけでは対応困難な場合は、トランシーバー或いは伝令により支隊本部に連絡、応援を求める。

　　⑧ 安否や建物等の被害状況を「非常時安否確認表（巡回確認用）」に記入し、巡回終了後支隊本部に報告する。

　　⑨ 最初の巡回で安否が確認できなかった家に対しては後刻再度訪問し、呼びかけや外部からの目視による安否確認を行う。

　　⑩ また、一旦区域内の安全が確認された後も、通電火災の発生や盗難防止等の観点から、定期的に区域内を巡回する。また、青パトによる情報伝達が困難な場合は、巡回班がハンドスピーカー等で区域内に情報を伝達する。
　　⑪ 大きな余震があった際も、改めて巡回を行なう。
　　⑫ 消火や救出活動に当たっては、隊員の安全を第一に考える。
　　　　　
「公園における活動」
　　① テントやブルーシートで救護所を設置する。
　　② 負傷者・高齢者・乳幼児等を救護所に収容し、応急手当やケアを行う。
　　③ 仮設トイレやペットコーナーを設置する。
　　④ 巡回班から消火や負傷者・要援護者の搬送について応援依頼があった場合は、支隊本部長の指示により応援を派遣する。

　　⑤ 被害の状況により必要な場合は、支隊本部長が本部に応援要請を行う。

　　⑥ 公園に避難した住民の中で、自宅が倒壊したり、火事で焼失した家族がいる場合は、避難施設である学校へ避難誘導する。

　　⑦ 同じく、避難者の中に負傷者がいる場合、負傷の度合いにより災害拠点連携病院である町田慶泉病院へ搬送する。

⑧「非常時安否確認カード」により、公園に避難してきた住民の受付・安否確認を行う。
　　⑨ 公園での受付及び巡回班からの報告を基に、「被害・安否・避難状況集計表」に記入、全体の状況を把握し、本部に報告する。
　　⑩ 本部に町田市や外部の情報や指示を確認し、掲示板やハンドスピーカーを用いて住民に伝達する。 
　　⑪ 住民の意見や要望を収集し、本部へ伝達、要請する。
<本部・災害対策本部＞
　　① 小川会館内に、災害対策本部を立ち上げ、非常用の名簿・用紙、筆記具、照明器具、トランシーバー等を準備する。
　　② 避難施設である小川小学校と小川高校に連絡員を派遣し、区域内からの避難者取りまとめや、市側の情報収集に当たらせる。
　　③ 支隊から応援要請があった場合は、比較的被害が少ない他支隊に対して応援の要請を行う。
　　④ 各支隊からの報告に基づき、区域内の被害・安否・避難の状況を把握し、市に報告する。
　　⑤ 町田市や外部の情報・指示を各支隊に伝達する。
　　⑥ 避難施設である学校に避難した住民のリストを所属の支隊に伝える。

　　⑦ 各支隊が収集した住民からの意見や要望を市に伝達し、折衝する。

　　⑧ 市との連絡は、避難施設へ派遣する連絡員を通じ、避難施設に配備されている衛星携帯電話を用いて行う。
　　⑧ 青パト機動隊は、本部長の指示に従い、負傷者の搬送、機材の搬送、住民への広報等の活動を行う。
８
<第３編・今後整備すべき重要事項＞
1.整備すべき項目

（１）非常時災害対策本部の体制・組織・指揮系統の明確化（本部・支隊）
　　・本部・支隊共、平常時の組織とは別に、非常時における災害対策本部の体制、組織を予め定めておく必要がある。なお、これは、抽象的な組織図ではなく、現時点における個人名を入れた具体的な組織図が必要。
　　・責任者不在に備え、本部長や各班の責任者について、それぞれ副責任者を定める等指揮系統を明らかにしておく。
    ・なお、災害対策本部の各班人員配置をする際は、平日昼でも活動可能な活動隊員を中心に,地区別、班別に偏りがないよう考慮する。
　　・各班への人員配置は、巡回班への配置を優先して行う。
・また、非常時に必要な各種名簿や鍵の保管についても、平常時の体制ではなく、非常時の組織に合わせて定める。

（２）非常時の活動における安全への配慮
　　・非常時の防災活動は、危険を伴うものであり、隊員の安全には最大の配慮を払う必要がある。各種マニュアルにおいても“安全第一”を強調する必要がある。
　　・同時に、万が一の事故への対応も考慮しておく必要がある。

　　　考慮すべき点は、「万が一防災活動中に負傷をした隊員に対する補償をどうするか」という問題と、「活動を指示した責任者に対する賠償責任回避」の２つがある。

　　・町田市のボランティア保険は、防災訓練中の事故は補償するものの、肝腎の地震の際の事故は対象とならない。

　　　今後、町田市に対して、地震時も対象とするよう要求すると同時に、地震でもカバーされる他の保険も研究する必要がある。
　　・本件に関する町田市からの回答にも、「責任者の指示の下で行われる活動の場合、全く責任を問われないとは言えず、事前にマニュアルで活動内容を定め、隊員の合意を取る等も一案」となっている。

　　・従って、今後災害対策本部の組織編成の際、各班の活動内容を知らせた上で、隊員の了解、合意を取ることとしたい。

　

（３）被害・安否確認のための用紙準備
　　・被害・安否・避難状況の確認及び本部への報告については、統一した用紙・フォームで行うことが望ましいため、情報広報専門班会議で討議したフォームを隊長・支隊長会議で標準フォームとして決定した。（別添資料５～７参照）

　　　　資料５　「非常時安否確認カード」

　　　　資料６　「非常時安否確認表（巡回確認用）」

　　　　資料７　「被害・安否・避難状況集計表」
　　・各支隊では、この標準フォームを基に支隊の各種用紙を用意し、事前に記入できる部分は事前に記入する。　　　　　
９
（４）アンケートによる家族構成及び要援護者の把握、リスト作成
　　・非常時の安否確認、要援護者の迅速な救出には、事前に各家庭の家族構成と要援護者及び援護希望の有無を確認し、リストを作成しておくことが重要となる。

　　・事前に、家族の年令、平日昼の所在先等を把握し、リストに記入しておくと、非常時に在宅している筈の人と不在の人がすぐ分かり安否確認が容易となる。また、各時間帯における防災活動に参加可能な隊員が分かり、非常時の班編成がし易くなる。

　　・なお、要援護者リストを整備するには、本人・家族の了解が必要となるが、方法としては、直接面談して了解を取る方法とアンケートにより了解を取る方法がある。　
　　　アンケートの方が、手間も少なく一斉に確認することができる。

　　・情報広報専門班会議の討議を経て隊長支隊長会議においてアンケートの標準フォームを定めたので、各支隊は、これを基に可及的速やかにアンケートを実施し、そこで得られた情報を基に安否確認カードや要援護者リストを作成する。
（別添資料８「防災アンケート」標準フォーム参照）
（５）非常時における支隊間応援の枠組み策定
　　・被害の発生が特定支隊に偏り、応援が必要となった際に、どのようにして他支隊から応援を出すか、また、本部がどのようにして適切な応援要請を出すか等の枠組みを事前に定めておく必要がある。
（６）避難施設の運営マニュアル策定
　・今後、避難施設である小川小学校及び小川高校の運営マニュアルを早急に定める必要がある。
　・運営マニュアルは、「避難施設関係者連絡会」で定めることなるが、小川自治会として提案する運営マニュアルのたたき台を別紙の通り定めたので、連絡会を早急に開催し、これを提案していくこととする。
（詳細別添資料９「小川小学校避難施設開設・運営マニュアル」（案）参照）

（７）消火・救護等に関する専門能力向上、本番に備えた実践的な訓練強化
      ・スタンドパイプを中心とした消火や救急、要援護者に対する援護、負傷者の搬送等

に関する専門能力の向上を図る必要がある。
　　　・また、今後は、本番に役立つような、より実践的な訓練を強化する必要もある。

　

（８）一時避難場所としての受け入れ態勢整備（特に真冬の深夜、雨や雪の場合）
　　・公園に一時避難した避難者を受付、名簿を作成する準備。（「非常時安否確認カード」他）
　　 　・特に真冬の深夜、雨や雪が降っている場合を想定して、高齢者・病人・乳幼児等を収容する「救護所」を準備する。
         (テント、ブルーシート、椅子、テーブル、照明装置、練炭火鉢、毛布、マット等)
　　 　・また、小川会館内に本部救護所を設置できるよう関係者と折衝を進める。
・仮設トイレの研究及び機材の整備を進める。

（汚水マンホールを用いた仮設トイレ、簡易トイレ他）

　　 　・停電時でも、迅速に情報を住民に伝達できる広報手段を整備する。
１０
　（９）公園以外の避難者受け入れ先確保
　　　・真冬の深夜、雨や雪が降っている場合で、避難施設・小川会館・公園では受入困難な状況を想定し、地区内の幼稚園や企業のスペース及び耐震性の高い個人住宅に対して、非常時に避難者を受け入れてもらうよう依頼する。

　（１０）必要な防災機材の整備、充実（主要機材）
　　　① 消火関連

　　　　・スタンドパイプ・・当面各支隊に１セットの配備を進める

　　　　・消火栓の増設
　　　② 救護関連　

　　　　・担架、囲いのあるリヤカー他安全で簡便な負傷者搬送機材の研究、機材購入。

　　　　・援護希望者数に見合う搬送機材の整備

　　　　・ＡＥＤの小川会館への設置推進
　　　③ 真冬の深夜、雨や雪が降っている場合に必要な機材

　　　　・災害対策本部及び救護所用のテント、ブルーシート、テーブル，イス、照明器具

　　　　・救護所用の毛布、マット、練炭火鉢等暖房器具、温かい飲み物を提供できる用意
　  　④ 情報交換・広報用機材
　　　　・災害現場～支隊本部～本部～青パト、避難施設間の伝達手段として、トランシーバーを必要数配備する。

　　　　・公園において、迅速に住民に情報を伝達できるよう掲示板、ハンドスピーカー等を整備する。
　　　⑤ 仮設トイレ関連
　　　　・今後、汚水マンホールを活用した仮設トイレやその他の仮設トイレ、簡易トイレ等の研究を進め、必要な機材を整備する。

　 （１１）自治会員の拡充
　　 　　　　① 被害想定の際の推計では、全世帯の３割強に当たる６００世帯（約１、７００人）が非自治会員であり、非常時対応における大きな問題点となっている。

　　 ② 区域全体の防災・減災を更に進めるためには、自治会員を拡充する必要がある。
　 　③ 自主防災隊員の不満を解消する観点からも、非自治会員に対する”加入促進キャンペーン”を実施する等の何らかの手立てを講じることが望ましい。
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